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Ⅱ 適格請求書発行事業者の登録制度 

 

 １ 登録手続 

 

（登録の手続） 

【答】 

適格請求書発行事業者の登録を受けようとする事業者（登録を受けることができるのは、課

税事業者に限られます。）は、納税地を所轄する税務署長に登録申請書を提出する必要がありま

す（消法 57 の２②、基通１－７－１）。 

登録申請書は、e-Tax を利用して提出できますので、ぜひご利用ください（個人事業者はス

マートフォンでも手続が可能となります。）。なお、郵送により登録申請書を提出する場合の送

付先は、各国税局のインボイス登録センターとなります。 

登録申請書の提出を受けた税務署長は、登録拒否要件に該当しない場合には、適格請求書発

行事業者登録簿に法定事項を登載して登録を行い、登録を受けた事業者に対して、その旨を通

知することとされています（消法 57 の２③④⑤⑦）。 

また、適格請求書発行事業者の情報は、「国税庁適格請求書発行事業者公表サイト」において

公表されます。 

なお、免税事業者が登録を受ける場合の手続については、問７《免税事業者が令和５年 10月

１日から令和 11年９月 30 日までの日の属する課税期間中に登録を受ける場合》をご参照くだ

さい。 

 

（参考１） 「国税庁適格請求書発行事業者公表サイト」で公表される事項は次のとおりです。 

⑴ 法定の公表事項（消法 57 の２④⑪、消令 70の５①） 

① 適格請求書発行事業者の氏名（※）又は名称 

② 法人（人格のない社団等を除きます。）については、本店又は主たる事務所の所在

地 

③ 特定国外事業者（国内において行う資産の譲渡等に係る事務所、事業所その他こ

れらに準ずるものを国内に有しない国外事業者をいいます。以下同じです。）以外の

国外事業者については、国内において行う資産の譲渡等に係る事務所、事業所その

他これらに準ずるものの所在地 

④ 登録番号 

⑤ 登録年月日 

⑥ 登録取消年月日、登録失効年月日 

（※）個人事業者の氏名について、「住民票に併記されている外国人の通称」若しくは

「住民票に併記されている旧氏（旧姓）」を氏名として公表することを希望する場合又

はこれらを氏名と併記して公表することを希望する場合は、登録申請書と併せて、必

要事項を記載した「適格請求書発行事業者の公表事項の公表（変更）申出書」をご提

出ください。 

問２ 適格請求書発行事業者の登録は、どのような手続で行うのですか。【令和５年 10 月改訂】 
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  なお、住民基本台帳法令の規定により、やむを得ず住民票に旧姓を併記できない場

合には、「適格請求書発行事業者の公表事項の公表（変更）申出書」に戸籍謄本を添付

して提出することにより、旧姓（氏）での公表をすることができます。 

また、既に公表サイトに氏名が公表されている方についても同様の手続により旧姓

（氏）での氏名の公表が可能です（既に付されている登録番号は変更されませんので

ご留意ください。）。 

（注）１ 住民基本台帳法令の規定により、やむを得ず住民票に旧姓を併記できない

場合とは、例えば、過去に住民票に旧姓を併記する手続を行い、その併記し

た旧姓を削除した後、再度、氏に変更（婚姻や離婚）がないにもかかわらず、

旧姓を併記しようとする場合が該当します。 

２ 氏名に代えて旧姓を使用するケースにおいては、「適格請求書発行事業者の

公表事項の公表（変更）申出書」の記載に当たっては、「氏名に代えて公表」

にチェックを入れていただくようお願いします。 

    ３ e-Tax により届出書や申出書を提出する場合は、住民票の提出は不要です

が、戸籍謄本の添付をされる方については、管轄のインボイス登録センター

に郵送いただくようお願いします。 

４ 「住民票への旧姓の併記方法」や「住民票に旧姓を併記できない場合」の

詳細については、お住いの市区町村にお尋ねください。 

⑵ 本人の申出に基づき追加で公表できる事項 

次の①、②の事項について公表することを希望する場合には、必要事項を記載した

「適格請求書発行事業者の公表事項の公表（変更）申出書」をご提出ください。 

① 個人事業者の「主たる屋号」、「主たる事務所の所在地等」 

② 人格のない社団等の「本店又は主たる事務所の所在地」 

 

（参考２） 適格請求書発行事業者の登録申請手続は、e-Tax(注１)又は書面によって行うことがで

きます。 

【e-Tax をご利用いただく場合】 

・ パソコンで利用可能な「e-Tax ソフト(WEB 版)」 

・ スマートフォンやタブレットで利用可能な「e-Tax ソフト(SP 版)」(注２) 

を利用して提出することができ、これらのソフトは、画面に表示された質問に回答し

ていくことで、入力漏れ等がなく、スムーズに申請データを作成することができる「問

答形式」を採用していますので、ぜひご利用ください。 

なお、e-Tax を利用した場合の登録申請手続の詳細（事前準備や上記ソフトを利用

する場合の操作マニュアル等）については、インボイス制度特設サイト（「申請手続」

関連ページ）の「e-Tax による登録申請手続」をご確認ください。 

(注)１ e-Tax の利用には電子証明書（マイナンバーカード等）の取得などの事前準備

が必要です。 

ただし、税理士による代理送信の場合には、事業者の電子証明書は不要です。 

２ 個人事業者の方のみがご利用になれます。 
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【書面により提出いただく場合】 

郵送により登録申請書を提出する場合の送付先は、各国税局のインボイス登録セン

ターとなりますので、インボイス制度特設サイト（「申請手続」関連ページ）の「郵送

による提出先のご案内」から提出先をご確認ください。 

  

  「インボイス制度特設サイト」 

   （「申請手続」関連ページ） 

 

 

 

（登録通知） 

【答】  

適格請求書発行事業者の登録の通知については、登録申請書を e-Tax により提出して、登録

通知について電子での通知を希望した場合は、通知書等一覧に登録番号等が記載された登録通

知書がデータで格納され、その他の場合は、書面にて登録番号等が記載された登録通知書が送

付されます。 

 電子データで登録通知を希望していただくことで、 

・ 税務署での処理後、速やかに電子通知が行われるため、書面より早期に登録通知書を受領

することができる 

・ 通知書等一覧内にデータ保管されるため、登録通知書の紛失のおそれがない（保管された

データは、書面により出力することやＰＤＦデータでの保存をすることが可能） 

などのメリットがありますので、ぜひご利用ください。 

なお、登録通知書は、原則として再発行を行いませんので大切に保管してください。 

 

（登録申請から登録通知までの期間） 

【答】  

登録申請書を提出してから登録通知を受けるまでの期間については、一時期に多量の登録申

請書が提出された場合は処理に時間を要するなど、登録申請書の提出状況により異なります。 

現時点における登録申請書を提出してから登録通知までに要する期間については、国税庁ホ

ームページの「インボイス制度特設サイト」に掲載していますのでご確認ください。 

なお、登録申請書を e-Tax で提出し、登録通知を電子データで受け取ることを希望される場

合は、事前にメールアドレスを登録すると、登録したメールアドレス宛に、登録通知が「通知

書等一覧」に格納されたことをお知らせするメールが送信され、すぐに登録通知を確認できま

すので、ぜひご利用ください。 

問３ 適格請求書発行事業者の登録は、どのような方法で通知されますか。【令和３年７月追加】

【令和４年４月改訂】 

問４ 登録申請書を提出してから登録の通知を受けるまでにどの程度の期間がかかりますか。【令

和３年７月追加】【令和５年４月改訂】 


